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研究ノート
インドにおける小工業の発展 (1)
—小工業開発援助政策と小工業の社会状態—
? ?
充
1. 序
いわゆる低開発国における中小工業に関する研究のもつ意義は，大きく次の三つに分類
することができる。
その 1は，現在急速かつ積極的に工業化を推進している低開発国において，その国の中
小工業の演じている経済上・産業構造上の役割が何であるかを研究することの意義であ
る(1)。
その 2は，最近活発化してきた国際経済協力過程の中で，低開発国の工業化ー一ことに
中小工業の一一促進に対する援助協力を意図するものへの参考に資せんとするための研究
意義である (2)。
そして，その3は，日本における中小工業の発展過程に関する研究・分析を試みようと
する場合，その歴史的発展の考察において，かつては後進国として工業化の道を歩んでき
た時期の日本中小工業の姿をふり返ってみるために，何らかの形で生きた資料を与えてく
れるだろうところの，いわゆる低開発国すなわち現在急速に工業化途上にある後進国にお
ける中小工業の実状を研究することの意義である。またそこから生じていると思われるそ
れぞれの国における中小工業問題等の相異点あるいは特色の比較検討である。
ところで．われわれが上に分類した三つの研究意義あるいは問題意識の何れに立脚しよ
うとも，まず第一に必要とされるのは，低開発国における中小工業の実状そのものを知ら
ねばならないということである。 （予備的あるいは基礎的考察）。
そこで本小稿においては， まず一つの予備的考察として， インドの場合における小工
業(3)の実態の一面を，若干の文献に依拠しつつ考察してみた。インドの場合をとりあげ
たのは，それが第一に，以上に分類された三つの研究意義の典型的な対象（一般的対象）
を示しているという外に，インド特有の型態を示しているからである。
なお，本小稿でとりあげられた文献は大きくわけて二つある。
45 
"-・----・--・・--・ 
238 開西大學『細演論集』第15巻第3号
その 1は，インド政府によって招聘されたアメリカのフォード財団 (TheFord Found-
ation)援助による国際計画班 (TheInternational Perspective Planning Team)の，ィ
ンド小規模工業の調査研究の『報告書』(4)である。
そして，その 2は，南アジアにおける社会および経済発展に関するユネスコ調査センタ
- (The Unesco Research Centre on Social and Economic Development in Southern 
Asia)の手によって調査研究された『インドにおける小工業の社会状態』(5)である。
注 (1) たとえば，アジア経済研究所所長東畑精ー氏は，インドにおける小工業研究の
もつ意義を次のように述べられている。すなわち， 「現在東南アジア諸国はいずれも
工業化推進のため 9に懸命の努力をなしているが，特にインドの場合には意欲的な計画
が進められようとしつつある。しかしこの工業化もインド古来の手工業，家内工業と
無関係ではありえないのであって，これら伝統的小規模産業と近代工業がどのような
形でかみ合わされ，いかなる発展過程をたどっているかを研究することは，今後のイ
ンド工業化の梢造を把握するために不可欠のことと思われる。」 アジア研究所編『
インドの小規模工業』 （調査研究報告書第19集）昭和37年「あいさつ文」
(2) このような研究意義を趣旨として設立された機関として「大阪アジア中小企業開発
センター」 (TheCenter for Small Business Development in Asia) -1964年5
月発足ーがある。
『社団法人大阪アジア中小企業開発センター設立趣旨書』昭和39年4月，参照。
(3) 現段階のインドにおいては，日本のいわゆる「中小企業」という用語は使用されて
いない。もっばら小企業 (Smallbusiness) , 小工業 (Smallindustry)と呼ばれ，
それはまた，小規模工業 (Smallscale industry), 村落工業 (Villageindustry), 
手工業 (handicraft)の3型態に分類されているが，区分方法の厳密な規準はなく，
具体的な政策の対象としてとらえられる湯合など，その目的いかんによって区分を異
にしている。—ァジア研究所編前掲書， 16ページ参照。
(4) Government of India, Ministry of Industry, "Development of Small Scale Ind-
ustries in India-Prospect, Problems and Policies-Report of The International 
Perspective Plqnning Team, Sponsord by The Ford Foundation," 1963. pp. V + 
144. (以下，本文献をAであらわす。）
(5) Unesco Research Centre on Social and Economic Development in Southern 
Asia, "Social Aspects of Small Industries in India,-Studies in Howrah and 
Bombay of Selected Turning Shops, Blacksmithies and Art Silk Units—, "1962. 
pp. Viii+135. (以下，本文献をBであらわす。）
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2. インド小工業の開発
—展望· 問題点・政策ー一
1 
独立以降経済の自立化をはかり，産業の育成と開発に積極的な態度を示してきたインド
においては，とくに工業部門の面で大工業のいちじるしい発展がみられた。しかしながら
その反面，インド経済の発展に重要な役割を演じているにもかかわらず，あらゆる面にお
いて取り残されている小工業や家内工業等が数多く存在していることは周知の事実であ
る。
そこでインド政府は，小工業を開発・促進せしめるための積極的な政策を講じ，それを
遂行しつつある。その中でも，主として先進諸外国から，経済，技術等に関する専門家や
エキスパート達を招聘して，かれらにインド小工業に対する意見・勧告をなさしめ，それ
らを積極的に受け入れ実現化しつつある。このような主旨のもとに，アメリカのフォード
財団 (TheFord Foundation)の援助によって組織されている国際計画班 (TheIntern-
ational Perspective Planning Team)がはじめてインド政府に招聘され，小工業の調査
研究および将来への勧告をあらわしたのは1953年のことであった(1)。 その主たる内容は
インド小工業の奨励・近代化・拡充化・合理化等を主張することにあった。これに対して
インド政府は積極的な態度を示して， 当時その期間中にあった第1次5カ年計画体制(2)
の中に小工業の促進網領を加えたのである。 (Cf.,A, p. i) 
ところでインドの産業活動において，小規模製造業はその大部分を構成している。すな
わち1960年に登録されている小工業（固定資本が50万ルピー以下のもの）は，その事業所
数の占める比率では全インド工業の92バーセント，全雇用者数では38/-fー セントを占めて
いるのである。これに登録されていないものや， 「工場法』 ("TheFactories Act•) に適
用されているもの以下の小零細規模工業で登録されていないものまでをも加えると，その
雇用者数は莫大なものとなるであろう。 (Cf., A, p. i.) (8) 
さて，第一次5カ年計画中に小工業がどのように開発されていったかということを概観
するに，この期間中に数多くの成長産業や，成功をおさめてきた企業等が増大した。
それらはことに，製造用具・機械・設備等における諸部門にみられ，それぞれ拡充や近
代化は目ざましいものであった。 (Cf.,A, p. i.) 
しかしながら，このような小工業発展の反面に，依然として数多くの貧弱な家内工業・．
零細規模工業が近代化の要請にもかかわらず，旧態のままで残存しているのである。その
運命たるや， もし近代化されえないならば，沈滞一滅亡の危機にさらされていたのであ
る。 (Cf.,A, p. i.) 
そこで，第1回国際計画班の企業診断の結果からの主張は，主として，小工業の組織化
と中央連盟化（組合化）一Organizationand Central federationー の構成，および，異な
った企業部門の中においてもかれらの一般的な共通利益を見出してそれを協同化すること
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等であった。 (Cf., A, p. i.) 
しかしながら，企業活動の運営に関する一般的条件は， 1953-4年と1963年とでは，も
はや異なってしまっているのである。たとえば10年前における販売市場に関してはマーケ
ッティングが主要問題であったけれども，現在の小工業経営者が直面する問題はそれとは
いちじるしく異なっているのである。すなわち現在における小工業経営者の主要問題は，
かれらの機械・設備等をフル運転しうるだけの諸原料や構成要素が払底しているというこ
とである。 (Cf.,A, p. i.)このような現象は，今後設立されようとしている新しい企業に
対してはもちろんのこと，現存している莫大な数の小工業の経営発展に対しても事実上の
恐怖とさえなりだしたのである。
このような苦悩の時期において，新しい開発体制一~古い体制の中で正しい開発機能を
有しているものが新しく一般化されるよう脚光を浴びて再評価されるべく一ーが要請され
たのである。 (Cf.,A, p. i.)新しく国際計画班がインドに招聘された理由は，まさにこの
点にあったのである (4)。
そこで，ィンド工業省がフォード財団に国際計画班の招聘を要請した主要な理由をやや
具体的にみると，それはおよそ次のようなものである。
1. 小工業の進歩（小工業の開発に関する所与の原理と国家成長目標）と企業活動の適
当な将来の方針を指示せんがための小工業に関する現存の政策とプログラムとの相克に対
する広範囲な検閲。
2. 次期10~15年の間に小工業部門において取り扱われうるところの特別な開発に対す
る予測方針―この方針は，計画委員会が意図している現在および将来の目標，大工業部
門において考察された成長，そして国内および国外の乏しい原材料・設備・スペアパーツ
・構成要素等に関する対策と関連されねばならないのであるが一ー。
3. さまざまの小工業の成長率を加速せしめるための規模・ 経営・技術等における必要
な能力と熟練，系統立った政策等の効率を決定するのに必要な分析的な，統計的な，そし
て技術的なアプローチに関する適切で一般的にしてかつ個別的な工業調査研究。
4. 地方領域における小工業開発の予測方針。 (Cf., A, p. i.) 
また，国際計画班は，経済・技術・経営管理等の諸分析の立場よりインド政府に協力し
ているが，その主要な点を列挙すれば，およそ次のようなものである。
1. 国家開発目標における小工業の適切な将来の役割。
2. この役割を充実させんがために必要な小工業の将来の開発に対して，最も有効に貢
献しうるところの国家や州の政策・プログラム・組織・手順等。
3. 政策やプログラムに関して適切な調整がなされうるための小工業の進歩を関係官庁
に評価せしめるような運営報告と統計制度の企画とその運営。 (Cf., A, p. ii.) 
しかしながら，以上のような諸目的を充実達成させんがためのこの国際計画班の調査研
究にもまた必然的にその性格上次のような限界があったのである。
すなわちその1は，個々の産業や生産物に関する詳細な勧告よりも政策指導に対する一
般的かつ広範の分析とアプローチの提出ということである。しかしながら経済的および技
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術的な立場から，国家の経済的・政治的・社会目標を達成させんがためには，産業の効率
的な分散化や，また，経済力の固定化あるいは地城的統合が必要であるということをかれ
らはインド政府に強く要望している。その2は，調査研究上の限界であった。すなわち，
広範囲にわたる新分野の調査あるいはインクヴューを指揮するよりもむしろ，あらゆる面
において有利であると思われる源泉から現実的なデーターを収集することに根本的に信頼
をおくということである。なぜならば，小工業部門においては適切にしてかつ十分なる根
本資料が不足しているからである。もっとも，ある程度の調査やインターヴューはなおも
行なわれている。そして選択された分野での調査報告やデーター等についても，その正確
さや妥当性が十分認められるように調整が行なわれている。そしてその3は，正確な科学
的あるいは学問的・統計的テストよりもむしろ，信頼しうるべき人物からの知識や，調査
対象となっている分野から技術的・経営管理的な情報や判断等を獲得している，というこ
と等である。 (Cf., A, pp. iii—iv.) 
注 (1) 『インドにおける小規模工業報告書』("The Report on Small Scale Ind匹 tri-
es in India,≫1953)―スウェーデンのスヴェン・ハーペルグ(SvenHagberg)を団
長とし，アメリカ人3名，スウェーデン人2名の団員によって構成されたチームで，
かれらは次のようにインド小工業の当面している問題点を指摘している。すなわち，
1. 多目的小規模工業技術指導所の設立， 2. 特定の手工業，手工芸および小規模工
業製品のデザインと供給方法の改善， 3. 信用と金融， 4. 同業組合， 5. 協同組
合， 6. 工業化のプロセスと実施方法， 7. マーケッティングと流通，等である。以
上のように重点は小規模工業に対する技循・金融• およびマーケッティングの面の援
助におかれているが，その基調は資本主義の発展方向に沿って小規模工業の近代化・
企業家精神の作興と自己責任原則の確立をはかろうとすることにあった。一一ーアジア
経済研究所編前掲書， 252ページ参照。
(2) インド第1次5カ年計画 (1951一1956年）ー一・「国家計画が支えられている社会的
経済的変革の構想は，この経験が新しい威力を護得し，つみかさねてゆくように発展
しつづけるであろう，計画の成功は人民の共同，協力の度合にかかっている」とネル
ー首相によってよびかけられ，経済の発達は，累積的，相互関連的な過程にあるか
ら，その過程が円滑に自動的に進まないような後進国では，交通，通信機関，動力，
灌漑，教育，保険等の，いわゆる「外部経済」の整備が必要であり，また発展の過程
に桂桔となる古い土地制度の改革が前提とならねばならない， という根本思想の下
に，灌漑および動力を含む農業最高優先政策が施行された。一_項H崎彦朔著『新しい
インド』 （三一書房） 1957年， 79ー 80ページ参照。
(3) たとえばインドでは家内工業 (CottageIndustry)に従事している人間の数は約
2,000万人といわれている。―Cf.,• J:叫iaA Reference Annual 1959• Compiled 
by Research and Reference Division ministry of Information and・Broadcasting 
Government of India, p. 333 .
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また生業的小規模製造業者 (HouseHold Small Scale Manufacturing Establish-
ments)といわれる小・零細規模の小工業経営者は1955年の後半期には， 1,450万世帯
の多きにのぽっている。 Cf., "The National Sample Survey Ninth Round, May-
November 1955. Number 21, House Hold Small Scale Manufacturing Establish-
ments Smaller than those covered by Industries (development and regulations) Act 
1951", Issed by The Cabinet Secretariat, Government of India. 上田宗次郎氏監
修拙稿「ナショナル・サンプルサーヴェイにみられる『生業的小規模製造業者』の実
態」，大阪アジア中小企業開発センター刊『インド中小工業ンリーズ (19)」昭和39年
10月参照。
(4) 国際計画班のメンパー一~チーム・リーダー Hans Grundstroem (スウェーデンの
同業者組合および中小工業の専務取締役）， H.E. Robinson (スタゾフォード研究所
工業経済部長）。メンパー Dr.Morris Mudin (Syracuse大学の経営経済学および統
計学教授）， BurtilEjerhed (スウェーデン国立手工業協会の作業部部長代理）， W.B. 
Heinz (コンサルティング・エンジニア）， Morris.J. Solomon (アメリカ国勢調査局
オペレーション・・リサーチ部長）， Dr.Eugene Staley (スタンフォード研究所国際開
発センターの基本調査部長）。
なおスタンフォード研究所の中小企業診断員である J.E. Stepanek博士の功労も
見逃しえない。
2 
国際計画班（以下，チームと略称）の主要な調査分析は， (1) インド開発における小エ
業の役割， (2) 原材料，輸入構成要素，および設備， (3) 中央および開発機構の機能， (4)
開発と援助プログラム，およびその職能，そして， (5) 工業の分散化とCSIQ(l)のプログ
ラム，等について重点的になされている。
さて，チームの調査分析の主要な結論をここにかかげれば，それは「産出 (OutPut) 
と生産物(Product)に関する分析の結果， インドの近代的小工業の見通しは明るい」とい
うことであった。しかしながらそのためには，小工業に対して「有利な機会を与え」，「危
険な障害を克服」する必要があるのである。そして小工業に関する現存プログラムに焦点
を合せ， それに対して「基本的政策が運営されねばならない」と勧告されているのであ
る。 (Cf.,A, p. i.) 
そこで，以上にみたチームの結論あるいは勧告の背景ともいうべきインド小工業の現状
を，前述の 5項目について概観してみよう。
(1) インド開発における小工業の役割
まず最初に， 1960年に登録されている『工場法』 (TheFactories Act, 1948)適用以下
の小工業(2)の事業所数とその雇用数をみるに，それは36,400社， 133万8千人となつてい
50 
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第1-1表業種別により登録されている
項 固定資本 50万ル
業
種
各種食料調整（加工）
穀物粉製品
織物，紡績，紡織，仕上げ
金属製品（機械運送設備を除く）
綿繰りおよびプレス
機械（電気機械を除く）
タバコ製品
各種化学製品
鉄および鉄鋼産業
皮革のなめしおよび仕上げ
印刷，出版および類似の産業
どの分類にも入らぬ製造業
非鉄金属産業
木材およびコルク（家具を除く）
電気機械
どの分類にも入らぬ非金属鉱物製品
自動車修理
ゴム製品
どの分類にも入らぬ織物
基礎産業用化学製品
建築用粘（陶）土製品
ガラスおよびガラス製品
他の製造業者
合 計
?
?
，?
場数 I雇用者数
3,715 
4,255 
3,073 
2,080 
2,812 
2,599 
2,565 
1,002 
709 
413 
2,466 
1,028 
267 
1,574 
485 
727 
1,174 
257 
778 
207 
604 
211 
3,456 
36,457 
138,238 
92,639 
146,977 
61,929 
104,350 
78,879 
136,171 
42,502 
43,533 
16,077 
68,702 
30,459 
8,206 
40,220 
25,058 
33,309 
38,728 
15,187 
26,433 
9,110 
42,882 
25,041 
113,012 
1,337,642 
（注） 1ルビー：約76円
Sorce : Central Statistical Organization and Indian Statistical Institute, 
Census Sector : draft National Sample Survey no. 114, on Samp/e 
る。そしてこれは全登録事業所数の92.1パーセントを占め，全雇用者数の38パーセントを
占めている。また粗生産額においては33バーセント，附加価値あるいは純生産額の方では
25バーセントを占めている。 (Cf., A, p. i.) 
一般的にみて今後10年間に有望で将来性のあると思われる小工業は，金属と機械等のグ
ループであり，これらに続くものとして，被服・食料品・皮革・プラスチック製品関係の
小工業等である。これらのうちプラスチックを除けば，いずれもインド古来の固有伝統的
産業である。プラスチック製品が有望かつ将来性あるものとされているのは，ィンド人の
生活状態の改善に伴う消費財・日用品産業の開発ということを意味しているといってよい
であろう。また地域的にみて，資源が豊富であり，かつ農業構造と有利な関係にある小工
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小工業の麗用，資本および産出高 (1960年）
ビー以下の工場 登録されている工場総数に対する比率
固定資本 粗生産高 工場数 雇用者数 固定資本 粗生産高
(10万ルビー ） (10万ルピー ） （彩）（彩） (%) (%) 
36.73 2,47.72 87.2 49.6 47.0 51. 2 
16.84 1,82.77 95.6 86.1 84.1 78.8 
12.12 1,08.74 83.3 12.7 5.4 13.3 
10.59 62.40 97.0 66.2 41. 5 60.0 
14.83 60.27 95. 7 91. 9 93.6 88.1 
15.69 55.54 95.0 51. 8 35.1 46.4 
2.77 51.06 95.3 74.8 34.3 43.0 
7.22 47.63 89.6 47.1 19.9 28.6 
5.28 43.11 84.9 31. 3 2.7 16.2 
1.55 39.87 97.4 77.0 63.7 88.8 
14.24 37.97 96.3 60.5 47,4 50.0 
6 . 85 26.89 96.8 83.5 76.9 82.5 
2.43 24.68 91. 7 36.6 13.9 41. 2 
4.67 24.26 97.3 81. 9 68.7 82.2 
8.95 23.04 93.2 28.8 25.1 21.1 
3.48 21. 40 95. 7 76.2 52.0 63.2 
6.61 20.17 94.7 72.5 55.3 73.4 
6.96 18.20 92.1 38.2 41. 5 23.9 
1.85 l:7.96 98.5 . 86.7 62.0 77.6 
2.81 17.62 76.9 18.2 3.4 17.9 
10.63 9.57 94.5 70.4 53.2 50.0 
1. 50 8.19 88.6 67.1 24.8 49.9 
16.97 83.29 
2, 1. 57 I 12. 32. 35 I 92.1 I s1. 9 l 11.5 l 32.9 
Calcutta, Annual Survey of Industries, • 1960 : Special Provisional tabulation on 
Sector. 
業も将来性は明るいとされている。 （第1-1表参照）・
このように小工業は，資本財と消費財の両方における重要な生産者であることはいうま
でもないが，インドにおいては小工業のパターンは非常に複雑であり，大工業や中工業と
密接な関係があると同時に競争関係にも立っているのである。ここでわれわれが注目すべ
きことは，このような関係がまさに，日本における中小工業と大工業との間の相互補完的
関係および相剋関係と類似しているということの外に，日本においては一般的に中・小工
業が大工業と相対立せしめられているのに比して，インドでは，小工業対大および中工業
と，中工業が小工業との対極側におかれているということである。インドでは小工業はそ
れ程小・零細規模のもので，中工業は質・量的にむしろ大工業の範疇に高められているの
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である。
さて，抽出された代表的産業における小工業と大工業の産出の成長を比較すれば，第1
-2表のとおりである。第1-2表からも，インド小工業の産業界に占める比率がいかに
大きいかということを直ちに知ることができるであろう。
ところで，インド産業の急速な拡張達成における小工業の完全な役割を果さんがために
は，小工業の近代化が要請されることはいうまでもないが，大工業および中工業との関連
~, 
Picking Stick 
ヱ業用プラシ
電気アイロン
金鋼および綱糸
有刺鉄線
家具用スプリング
石油ストーヴ
Polythene tubing 
歯プラシ
めがねのわく
電気警笛
機械ねじ
靴の鋲
自動車のラジエーター
雌ねじ型およびねじ型
エアコンプレッサー
ナット，ボールト，リベット
コンクリート補強用金属板
自動車用バッテリー
自転車
ミ シン
拡声機
コンデンサー
ドラム缶および樽
ボール・ベアリング
電力発動機
自転車のフリーホイル
時計類
自動車用直流発電機
対比
年度
58ー 60
58-60 
58-60 
58-60 
59-60 
58-60 
58-60 
59ー 60
58-60 
58-60 
5炉 60
57ー 59
58-60 
58ー 60
58-61 
58-60 
57ー 60
58ー 60
58-60 
56-60 
56-60 
57-60 
59-61 
58ー 60
58-61 
57-59 
58-60 
57-60 
59-61 
第1-2表抽出産業による小
単位 1
'000 
'000 
ダース
卜 ン
卜 ン
グロス
'000 
卜 ン
グロス
ダース
ムロ
卜 ン
卜 ン
ムロ
'000 
ムロ
卜 ン
卜 ン
'000 
'000 
'000 
'000 
'000 
10万ルビー
'000 
千馬力
'000 
'000 
ムロ
小
192 
2,158 
2,183 
6,490 
4,903 
4,600 
809 
1,047 
46,330 
93 
6,300 
278 
68 
809 
96 
209 
19,770 
25 
90 
26 
24 
1 
2 
66 
168 
21 
37 
30 
期首での
I 大
11 
134 
350 
1,579 
2,289 
9,655 
134 
854 
26,688 
101 
3,700 
・660 
79 
12, 山
132 
34 
32,136 
1,947 
350 
653 
50 
81 
68 
410 
2,126 
479 
238 
22 
447 
（注） 1ルビー：約76円， 1グロス： 12ダース (144)
from. "Report of The Inter加 tionalPerspective Planning Team Sponsored 
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において小工業は非常に不利な立場にある。そこで政府の「原材料・産業金融等の均等援
助ならびに増加の外に，技術および経営管理の面においても選択的な援助」が必要であ
る。また将来の計画や政策形成上に関して， 「小工業 (SmallIndustries) は村落工業
(Village Industries)と区別して取りあつかわれるべきである。」そしてチームが指摘す
るように，大工業と小工業との関係を全うせんがためには， 「数多くの小機械工業の都市
進出，配置転換，生産上の成長等は必須である。」 (Cf.,A, p. 2.) 
工場と大工場の産出の成長
生産
計
期末での生産
小|大|
?
203 
2,292 
2,533 
8,069 
7,192 
14,255 
443 
1,901 
73,018 
194 
10,000 
938 
147 
13,253 
228 
343 
51,906 
. 1,972 
440 
679 
74 
82 
70 
476 
2,294 
500 
275 
22 
477 
543 
2,530 
22,585 
7,548 
10,016 
25,431 
494 
2,006 
55,635 
128 
13,550 
736 
178 
18,029 
205 
830 
20,744 
639 
113 
228 
52 
36 
14 
93 
468 
70 
72 
2 
332 
18 
46 
550 
1,279 
1,947 
18,090 
221 
901 
26,820 , 
116 
18,450 
890 
189 
84,765 
418 
1,715 
42,804 
1,758 
509 
991 
297 
186 
94 
680 
8,200 
580 
681 
52 
16,869 
556 
2,576 
23,135 
8,827 
11,963 
43,521 
715 
2,907 
82,455 
244 
27,000 
1,626 
367 
52,794 
623 
2,545 
66,013 
2,397 
822 
1,219 
349 
222 
108 
726 
3,668 
650 
752 
54 
17,201 
? ?
?
?
?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
??
? ?
?
?
?ェ
???? ?? ?????????????????
?
?
by The Ford Foumlatioが'1963.
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(2) 原材料，輸入構成要素，および設備
次に，原材料，輸入構成要素，および設備等の面に関して，大工業と比較した場合小工
業はどのような立場におかれているかということを概観するに，それは苛酷すぎるほどの
ハンディキャップを背負わされている。これを政府の小工業政策の銀点からみれば，小工
業は大工業に比して，分裂して存在しているため，小工業政策もまた分裂せざるをえなく
なり，総合的な一貫政策が行なわれないということである。たとえば生産の面においても
大規模多量生産が望めない。換言すれば，小工業のもてる全能力のフル運転が不可能であ
る，ということである。一方，政府（ことに州等の地方政府）政策も科学的・学問的調整
に欠け，その系統だった応用や合理的なシステムもとられていないし，また監督も不行き
届きである。 (Cf.,A, p. 2.)このような悪循環（小工業の分裂存在一ー政府の小工業政策
の不徹底―-,jヽ 工業に不利一ー小工業の雑草的存在＝小工業の分裂存在）は，日本におい
ても中小工業政策上の重要問題となっているが，インドにおいてもゆゆしき問題を生ぜし
めているのである。その結果の一つのあらわれとして，小工業はかれらにとって必要な原
材料を大工業よりも高い価格で闇市場より仕入れ，大工業との競争においても非常に不利
な立場に立たされているのである。 (Cf.,A, p. 2.) 
たとえば，原材料の中でももっとも重要な基礎資材ともいうべき鉄鋼の小工業に対する
割当て高がいかに少ないかということを表示すれば，第1-4表のようになるであろう。
また，原材料・構成部品等を手に入れるために小工業はいかに高額の闇市場価格を支払
第1-3表 インドにおける鉄鋼 （単位100万トン）
~I 1957 1959 1960 1961 1962 
需要のある鉄鋼の生産
I 
1.4 1. 7 2.3 2.9 3.8 
輸 入 1. 7 0.8 1.2 1.1 0.8 
A ロ 計 I 3.1 2.5 3.5 4.0 4.6 
Cf., A, p. 39. 
第1-4表生産および配分された完成鉄鋼の割当て（単位1,000トン）
年度 I 1960-61 1961一62 1962-63 
B. P. 薄板｛小国工業内への生割当産て
136 150 261 
61 61 60 
G. P. 薄板｛小国工業内への生割当産て
22 26 30 
30 30 ※ 
G.C. 薄板．｛小国工業内への生割当産て
104 109 122 
6 6 ※ 
（注）※： Relaxed category Cf., A, p. 39. 
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第1-5表
原材料・構成要素等
州の中である程度均ー化されている闇市場のプレミアム
（国際計画班の調査期間中）
I 統制価格との比較
B. P. 薄板10グロスから14グロス
Thinner B.P. 薄板
板金10Gおよび厚手の板金
G・I・針金
G・P・ 薄板
銅
トクン
アルミニューム
輸入ラジオ構成部品
銅針金
PCRC薄板
M.S. バー（延べ棒）
M.S. 薄板
高級カーボン・スチール
銑鉄
硬いコークス
るつぼ
改良計算器
カドミューム
真鍮・薄板
真鍮••ロッド
スプリング針金
鉄コイルのくず
C-R・薄板
丑 ・R・薄板
アノード
???
???????????????????????
??
?）
?（
?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
???
Cf., A, p. 41. 
わねばならないかということを第1-5表から容易に知ることができるであろう。
以上のように，あらゆる面において不利な立場に立たされて小工業自身も，その対策や
処理方法が不確かなものや誤まったものとなり，大工業に比較して一層劣ったものへとな
り下らざるをえないのである。このような事実は，チームの指摘をまつまでもなく，小工
業の開発を意図しそれを強調しているインド政府の小工業政策とは全く矛盾したものであ
るということは自明の理である。 (Cf.,A, p. 2.) 
そこでチームの勧告を概観してみるに，まず「小工業の継続せる成長は，大工業に比較
してもっと公正な原材料の配分や同等価格の確立」 (A,p. 2.)から始められねばならない
ということである。そのため，小工業に対して高度の優先権を認めて，全財貨（原材料・
輸入構成要素等）に「単一評価格制度」 ("aSingle price-tax system•) の採用を推奨し
ている。なおこのシステムの持つ有利さは，ー物一価の法則の原則的な徹底というより
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も，むしろ今や投機家的にならんとしている管理価格と公開価格との間に生じる差異を費
用 (tax)として政府が受取るということの方にあるものとみなしてよいであろう。しか
しながら，政府の統制価格管理そのものが不徹底であり，ややもすれば小工業政策が開発
よりもむしろ規制的であり，小工業としても安易な方法で必要財貨を入手するためには闇
市場価格も辞さないという現状とを考え合せるとき，このシステムも所期の目的が完全に
果しうるかどうかは疑問となるであろう。
ところで，インドの場合，小工業が現在そのもてる能力以下にしか機械・設備等を運転
することができないのは，原材料の払底に主たる原因があるのである。これはまた大工業
と小工業との間によこたわっている原材料の配分や割当て上の不公正およびギャップと結
びついているのである。そこでチームは，これらのギャップを修正するために政府が政策
を樹立すべきことを勧告しているほか，近い将来に「有利な外国資本がインド小工業に対
して， その資本設備の面よりも原材料の面において利用化されるようになるであろう」，
そして「これに基礎をおいたロ;_ンも準備されるようになるであろう」と，ややあいまい
であるが，国際経済関係の積極化ー先進諸外国よりの経済協カ・援助の見通しを明る＜ほ
のめかしているのである。 (Cf., A, p. 3.) 
(3) 中央および州の開発機構の機能
一般的にみて，小工業は元来地域経済と密接な関係を有して地域的な有利性を持ってい
るので，大工業と同等の条件で原材料を与えてもその成長は目ざましいものである。また
小工業に対する特別の金融とか，補助金あるいは特権利益や技術サービスの準備金制度を
設けることは，小工業の生産性の向上や新産業方針の奨励を刺激することになる。したが
って，中央および州政府が行なわんとしている小工業政策は，現存工場をより一層有効に
してかつその生産性を向上させるためにも，新しい小工業への技術援助に重点をおくべき
である。 (Cf., A, p. 3.) 
しかしながら，現状はどうであろうか。政府の手による小工業開発機関としていかなる
ものが設置されているであろうか。そしてまたそれらはいかなる機能を果しているであろ
うか。
小工業開発に関する中央政府プロバーの役割は，チームが指摘するように，本来政策の
形成，プログラムの調整，技術援助の準備，経済上のインフォーメーション等にあり，中
央政府自身は規則の強化に専念し，特別でしかも一時的な場合以外はプログラムの運営は
これを行なってはならないのである。 (Cf.,A, p. 3.)ところがこのような運営を専門的に
行なわねばならない州政府の行政機能や私的（民間）開発プログラム等がその能力におい
ていちじるしく欠如しているのが現状である。 (Cf.,A, p. 4.)そこで，主要な小工業開発
機関を概観してみよう。
洲工業管理局 (StateIndustries Directorate) : 小工業開発に関する基本的個有責
任性に基づいて樹立されたもので，金融，マーケッティング，統計調査等の行為を行なっ
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ている。州によって質的にも量的にも差異が甚だしい。 (Cf.,A. p. 4.) 
小工業公社 (TheNationalSmall Industries Corporation) : 一般的に，機械設備
等の月賦払購買等の面で，小工業に対する便宜をはかっている。また近代的事務管理への
改善指導の面で大いにその役割を果たしているが，その反面，金融・ マーケッティングに
関する政策では成功的でない，、とチームの批判を受けている。
なお同様の機関として，小工業サーヴィス協会 (TheSmall Industries釦rviceIn-
stitutes)があり，小工業に対する技術援助や輸出商品の品質の標準化や統一化等の機能
を行なっている。また州立取引公社 (StateTraiding Corporation) もこの種の機関
の一つである。 (Cf.,A, pp. 4-5.) 
標準生産トレーニング・センター(Theprototype-Production-training Centres) 
：小工業の企画・開発，機械のテスト，適正設備の審査，および技術トレーニング・プロ
グラムの管理等を主要な機能としているが，非常に高額の経費を必要としている。そのた
め， 「無駄な存在」とさえいわれ， チームは「修正あるいは廃止が必要となってくる」
(A. p. 6.)とその存在には，否定的態度を示している。
以上を要するに，インドにおいては中央および地方政府によって種々の小工業開発およ
び援助機関が数多く設置されているが，それらの果している役割は，何れも入要経費と比
較すれば，大きくないといわねばなるまい。それは，どこの国においても一般的共通とも
いうべき官庁事務手続き等のルーズさ，わずらわしさのため，当の小工業側からの利用が
少ないということに起因しているのである。これに加えるに，インドでは未だこのような
機関を設置しても，その職員としての人事開発に投じる資金（主として職員の給与）も少
なく，また適正な資格ある人材も乏しいということにも起因しているのである。
(4) 開発と援助プログラム，およびその職能
小工業拡大訓練所 (TheSmall Industry Extension Training Institute) : 政府
補給金のみによって自立しており， CSIO(中央小工業機構）と州工業管理局の両者に附
属しているが，その指導プログラムにおいては， CSIOの拡大訓練と全く対等の立場にあ
る。
さて，当研究所は主要な地方に存在しており，国家ならびに経済成長，発展に寄与する
産業人を養成することを目的としている (S)。この研究所の報酬， サーヴィス料金等のシ
ステムについてみ、ると， それは養成期間およびその価値によって定められているけれど
も，必ずしも全費用を支払わなくてもよいという便宜がある。なぜならば，地方，州によ
って， あるいはある種の産業によっては未だ発展しておらず， そのため支払能力も乏し
く，またそのような産業こそ訓練を受ける必要があるので，コスト以下の支払いが大巾に
認められているのである。このように，いわゆる研究所の赤字経営と，元来の職能たる訓
練職能と，通常私企業組合とか個人がなすぺき生産職能ー一生産や一般的な機械，設備等
に関する—とを混同して行なっているため，全体として充実した実績があがっていな
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い。 (Cf.,A, pp. 6ー 7.)それでも，チームの言を借りれば， 「成功的な機関」 (A,p. 8.) 
であって， 「これに類似した準政府研究所の設立が望まれる」 (A,p. 8.)のである。
以上を要するに，小工業開発援助機関としては，高度の資格を具備した人材を擁するも
のが開発委員会室 (TheDevelopment Commissioner's Office)に附属して設立さ
れねばならないということである。そして， この機関の具体的な援助プログラムとして
は，目標生産額の決定，原材料の合理的配分等，小工業の保護育成を司らせることが必要
とされているのである。
なお，チームはこの外，小工業サーヴィス研究所の所長は，単に技術的知識を有するだ
けではなく，人間管理あるいは経営等の知識を具備した人材があたるべきである (Cf.,A, 
p. 8.)とか，先進諸外国のコンサルタントに訓練・教育を受けたインド人を指導的地位
にたたせるべきである (Cf.,A, pp. 9-10.)等の人間開発についても主張している。
次に，チームの調査研究より，インドにおける小工業の資金問題は，他の多くの後進国
におけるそれよりも，非常に重要であると思われる。その主要な原因は，インドでは一方
において投資需要が増大しつつある傾向に反して貯蓄率すなわち資本蓄積度が依然として
低いということである。 (Cf.,A, p. 10.) 
もとよりこのような困難な状態も， 10年以前のチーム来訪時（第1回目の国際計画班の
調査期）と比較すれば，いちじるしく変化しつつある。その変化とは，私的投機（冒険）
資本の増大，しかもそれが小工業に向けられてきつつあるということである。また，政府
の対小工業信用創造も確立してきているということである。しかしながら，政府の対小工
業貸付は，インド産業経済の中で小工業が果している積極的な役割からみれば，やはり小
額にしか行なわれていないといわねばなるまい。そこで，小工業に対する資金繰りの問題
として，今後一層の研究，具体的には「異なった特徴を有する地域や，それぞれ異なった
産業へ資本や信用クレジットを融通するためには，注意深い，そして範囲の広い調査研究
が採用されるべきである。」 (A,p. 10.)のである。
次に，援助プログラムの一つとして工業エステート (IndustrialEstates) (4)の問題
がとりあげられているが，チームの工業エステートに関する調査分析の結果は，それは，
十分なスペースと関連施設が，ある一つの点で不経済的であり，合理的でないと思われる
時にこそ，他の要素と結合して工業成長を剌激するのに役立つものであり，インドにおけ
る経験からは，工業エステートだけで小工業の中に存在している地域的な不利を克服せし
めることはできない，ということである。 (Cf.,A. p. 10.) 
最後に，チームは小工業開発援助プログラムの樹立を，大工業との比較関連において主
張しているので，これについて簡単に触れてみよう。
まず，大工業と小工業との相互補助関係についてみるに，いうまでもなくそれは小工業
を強化せしめるための重要な要素なのである。たとえば大工業との競争価格における品質
の標準化を確立するということは小工業にとっては最も必要なことである。このような目
標を達成させるためには，政府サーヴィスが小工業に対してよく行き届いておらねばなら
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ない。また大工業と同等条件でもって小工業に対して原材料を提供するような機会を与え
ねばならない。しかしながら，大工業と小工業との相互補助関係を奨励するための特別な
資金上の，あるいは他の誘因や義務的手段等は公共利益を働かせるとはみなされないし，
またその濫用に悩まされて決して公共利益とは思われない，というのがチームの主張点で
ある。 (Cf.,A, p. 11.) 
次に，生産上の特権利益あるいは特許等も，小工業に比して大工業にとっては有利であ
る。したがって，大工業に対して，小工業保護の立場，たとえば市場における小工業への
均等な機会，技術と原材料の面における小工業援助等が，ここでも主張されるのである。
(5) 工業の分散化と CSIOプログラム
インドにおいては工業の分散化が要請されているが，このことは，今日の日本経済にお
ける高度産業構造再編成過程の中で，中小工業の合理化・近代化を意図して中小工業の団
地化あるいは協同化が必要とされていることと比較して，非常に興味深いものがあるとい
えよう。
そこでインドにおける工業分散化の要請は，やはりその国の特殊性に求められるぺきで
ある。すなわち，自然地理的には広大であり，政治・社会，そして経済的にはいちじるし
く低開発の国，また原材料等の生産要素の点で，ある地域の産業構造ーーとくに農業構造
ーと密接な関係を有しているにもかかわらず，他の地域に小工業が偏在していたりする
など，あらゆる面において工業構造が不利な状態におかれていることから工業の分散化が
要請されているのである。
このような事情からインド政府の政策計画者達は，開発•発展プログラムを作成してき
ている。しかしながら，その中で小工業の奨励について，とりわけ販売や産業発達に関し
て欠くことのできない主要な要素・条件・手段等については，余り注意が払われていない
のである。さて，産業立地や工業の分散化も，大工業と小工業との関連においてみなけれ
ばならないので，まず大工業の方からみていこう。
そもそも大工業における産業立地の問題は，運輸・動力設備，その他の主要な要素と関
連して効果的な分散化プログラムを作成することに結びついていなければならない。すな
わち，産業立地の問題は経済的問題とは無関係でありえないのである。
上述のことは一般的に妥当するものであって，いかなる規模において，産業の成長発展
を奨励しようとする人為的な政策が採択されようとも，それが産業立地の面で非経済的で
あるような場合には，ただ単に産業資源の利益が附加されるだけにしかすぎないのであ
る。国全体としてみた場合，金融・運輸・教育およびその他の利益等は何ら倍加されてい
ないことになるのである。 (Cf.,A, p. 12.) 
要するに， 「経済的要素を無視して決定された産業立地・工業の分散化政策から生じる
であろうところの，直接的・政治的かつ社会的利益は，それが当初においては有利であっ
たような社会においてさえ，数多くの相殺や埋合せをしてしまい，全体としてみる時は何
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ら有利な効果を生みださないであろう。」 (A,p. 12.) 
以上より， 「国全体として支払われた費用 (TotalNational Cost)が，その受け取り額
の利益との関連において，正確に評価され，そしてまた国の発展が加速されるような効果
を生み出さんがためには，産業立地を決定する以前に，一層の注意深い経済的分析が行な
われねばならない」 (A,p.12.)という極く一般的な勧告がチームによってなされるので
ある。
ところで，小工業の産業立地，工業分散化の問題についてみるに，最も遅れた地域ある
いは村落に群集している小工業に対して何らかの政策を講ずることは概して失敗する運命
にあり，また経済的にそれらを調整することが不可能であるということは，とくに明白で
ある。しかしながら，たとえ小工業が大工業と同じく経済的法則から免れえないという自
明の理をもってしても，若干の地方に基礎をおいた小工業の，ある程度より広く行きわた
った経済的分散 (economicdisparsal)は，ある特定種類の製品に関しては可能であると
されている。 (Cf.,A, p. 13.)ここにおいてわれわれは，小工業のもつ特性，すなわち規
模やその柔軟性，特定製品の生産，地域経済との関連からえられる利点を認めることがで
きるのである。
注 (1) CSIO—中央小工業機構 (Central Small Industrie111 Organization)の
略称であって，インド政府の開発委員会 (TheDevelopment Commissioner)のヘッ
ドに立っており， 17州に本部があり，そこには数種の協力部門が設置されている。ま
た支部として小工業サーヴィス協会 (SmallIndustries Service Institutes)と57ヵ
所の特別な拡大および卜 Vーニング・センターを有している。
CSIOは約650人の技衡員スタッフを擁しており，またそれとほぼ同数のエ湯雇員を
もかかえているが，管理およびサーヴィス人事は含まれていない。
(2) 『エ湯法』 (TheFactories Act, 1948.)適用以下の小工業とは・一般に固定資本が
50万ルピー以下，動力使用の湯合は従業員数が10人未満，動力非使用の場合は20人未
満という小・ 零細規模のものを指す。なお1951年には『産業法（開発と規制）』 (The
Industriesー Developmentand Regulations-Act, 1951.)が発令されている。これに
よれば動力使用の場合は50人以下，非使用の場合は 100人以下の企業となっている。
(3) 小工業拡大訓練所の主要な指導プログラムの強調点ー~ 産業の拡大に寄与する
ところの職員の技術および経営管理訓練。 2. いくつかの州からの要請に応じて，地
方における産業職員・調査研究員および拡大サーヴィス職員の訓練等を行なうこと。
(Cf., A. p. 8.) 
(4) 工業エステート (IndustrialEstates)—ーインド小規模工業政策の中で最も注目
すべきものの一・つである。政府が工場用地を造成し，工場建物，電カガス，水道など
を設備して一定の基礎で選考した企業者を入居させる。その賃貸料は，市価より相当
安く，しかも資材，賓金，賦払い機械の入手，試験設備，共同施設の利用などの点で
特別の便宜が供与される。一アジア研究所編前掲書， 265ペー ジ。
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3 
以上において，国際計画班のインド小工業に関する調査研究を，とくにインド政府の小
工業開発政策との関連において概観してきたが，ここにかれらの結論および，そこから与
えられているところの勧告を要約してみよう。
まず，展望としては，次期の10年間はいまだなおインドにとっては非常に経済的に苦難
の時代であろう。インドの経済的発展のための基本的要素は，大工業と同様，小工業の急
速かつ十分な成長発展である。そこで小工業成長発展を達成させるための根本問題とし
て，小工業経営者をして効果的な近代精神を有した経営者たらしめんがために，またかれ
らの企業を強化せしめんがためには，政府は統制なしの援助を与えるべきである。しかし
ながら，統制なしの援助ということは必然的に政策上の問題を生じせしめるであろう。そ
してここにまた政策的限界がおのずから生じるであろう。これが今やインドが直面せる難
局であり，この難局を成功的に切り抜けんがためには，インド全体として非常に重大な忍
耐をもたねばならないのである。 (Cf.,A, p. 13.) 
なお，ここに本書を通じてわれわれが学びとりうると思われることがらを二，三極く簡
単にふり返っておこう。それはいうまでもなくインドにおける小工業は，経済産業構造発
展上に果している役割が非常に大きいのにかかわらず，大工業との比較においては，あら
ゆる面で不利な立場に立たされているということであった。そこで，国家開発を意図する
ためにはまず小工業の開発援助からはじめられねばならないという観点より，小工業に対
する保護援助政策が一貫して主張されていた。一方，これと関連してインドでは小工業そ
のものの開発援助プログラムとして，各種の対小工業サーヴィス機関が政府の手によって
設置せられているということであった。これらのサーヴィス機関があげている成果の大小
あるいは存在価値如何とは別に，これこそがインド小工業政策のユニークな点を，また稽
極さを示すものであった。
以上のようなインドの一例より，われわれは直ちに中小工業開発援助政策がいかにある
べきかということを勿論結論的に抽き出しえないとしても，それは唯単にインドにおける
小工業の問題ではなく，何らかの点で広く一般的に中小工業問題およびその解明に対して
示唆を与えているということは認めざるをえないであろう。
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